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経理別収支決算一覧表 ( 単位：千円）

区　分 収      入 支      出 当期利益金
（△当期損失金）

短 期 経 理 10,350,653
687,585

10,273,494
671,030

77,159
16,555

長 期 経 理 21,663,296 21,663,296 0
預託金管理経理 253,565 253,565 0
業 務 経 理 259,198 252,831 6,367
保 健 経 理 437,232 442,369 △ 5,137
宿 泊 経 理 280,178 204,598 75,580
貯 金 経 理 917,777 596,522 321,255
貸 付 経 理 283,808 277,891 5,917
物 資 経 理 23,103 118,869 △ 95,766
※短期経理の欄の上段は医療保険、下段は介護保険の収支を示す。

　

平
成
22
年
度
の
決
算
が
、5
月
30
日
に

開
催
さ
れ
た
第
1
7
9
回
組
合
会
で
承
認

さ
れ
ま
し
た
。

　

各
経
理
の
決
算
概
要
は
次
の
と
お
り
で
す
。

　

こ
の
経
理
は
、共
済
組
合
が
短
期
給
付
、

長
期
給
付
等
の
事
業
を
行
う
た
め
の
事
務

に
要
す
る
費
用
を
賄
う
経
理
で
す
。

　

財
源
は
、地
方
公
共
団
体
負
担
金（
短
期

給
付
分
）、短
期
経
理
か
ら
の
繰
入
金
及
び

全
国
市
町
村
職
員
共
済
組
合
連
合
会（
以

下
「
全
国
連
合
会
」と
い
う
。）か
ら
交
付
さ

れ
る
連
合
会
交
付
金（
長
期
給
付
分
）な
ど

で
、収
入
総
額
は
2
億
5
9
2
0
万
円
と

な
り
ま
し
た
。

　

一
方
、支
出
総
額
は
、事
務
費
、委
託
費

な
ど
諸
経
費
の
節
減
に
努
め
た
結
果
、2

億
5
2
8
0
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

収
支
決
算
の
結
果
、6
4
0
万
円
の
当

期
利
益
金
を
計
上
し
ま
し
た
の
で
、全
額

を
積
立
金
と
し
て
積
み
立
て
、翌
年
度
へ

繰
り
越
し
ま
し
た
。

(　 )内は支出に占める割合(　 )内は収入に占める割合

収入　259,198 支出　252,831

その他　38その他　38

短期経理より繰入 
29,030(11.2%)
短期経理より繰入 
29,030(11.2%)

利息及び配当金
162(0.1%)
利息及び配当金
162(0.1%)

連合会交付金 
62,184（24.0%)
連合会交付金 
62,184（24.0%)

当期利益金　6,367当期利益金　6,367

その他　2,704(1.1%)その他　2,704(1.1%)

普及費　5,695(2.3%)普及費　5,695(2.3%)

負担金　20,352(8.0%)負担金　20,352(8.0%)

賃借料
12,604(5.0%)
賃借料
12,604(5.0%)

委託費　5,633(2.2%)委託費　5,633(2.2%)

事務費負担金払込金
69,950(27.7%)
事務費負担金払込金
69,950(27.7%)

負 担 金
167,784(64.7%)

給与･旅費･
事務費
135,893
(53.7%)

（単位：千円）（単位：千円）

業
務
経
理

22年度21年度20年度19年度18年度

17,075

22,046

16,657

21,587

16,235

19,29919,299

15,870

18,93818,938

15,472

18,644

組合員数と被扶養者数の推移（任意継続組合員を除く。）

組合員数
被扶養者数

（単位：人）

1.29 1.30
1.191.19 1.191.19 1.211.21

組合員１人当たりの被扶養者組合員１人当たりの被扶養者
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【
短
期
給
付
関
係
】

　

平
成
22
年
度
も
、全
国
連
合
会
の
財
政

調
整
事
業
・
特
別
財
政
調
整
事
業
の
適
用

を
受
け
る（
5
年
連
続
）こ
と
と
し
、財
源

率
を
、前
年
度
よ
り
10
・
3
‰
引
き
上
げ
て

運
営
し
ま
し
た
。

　

収
入
総
額
は
、短
期
掛
金
・
負
担
金
、全

国
連
合
会
か
ら
の
交
付
金
な
ど
、1
0
3

億
5
0
7
0
万
円
で
、前
年
度
と
比
べ
て

6
億
7
1
4
0
万
円
の
増
加
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

一
方
、支
出
総
額
は
、法
定
給
付
・
附

加
給
付
等
47
億
3
8
5
0
万
円
な
ど
、

1
0
2
億
7
3
5
0
万
円
で
、前
年
度
と

比
べ
て
、5
億
4
5
0
0
万
円
増
加
し
て

い
ま
す
。

　

ま
た
、高
齢
者
医
療
制
度
等
に
支
出
す

る
額
は
、前
期
高
齢
者
納
付
金
・
後
期
高
齢

者
支
援
金
38
億
8
0
2
0
万
円
と
老
人
保

健
・
退
職
者
給
付
拠
出
金
2
億
6
6
3
0

万
円
を
合
わ
せ
て
41
億
4
6
5
0
万
円

で
、支
出
額
の
46
％
を
占
め
、前
年
度
よ
り

3
億
8
1
6
0
万
円
の
増
加
と
な
り
ま
し

た
。

　

収
支
決
算
の
結
果
、7
7
2
0
万
円
の

当
期
短
期
利
益
金
を
計
上
し
ま
し
た
の

で
、全
額
を
欠
損
金
補
て
ん
積
立
金
と
し

て
積
立
て
、翌
年
度
へ
繰
り
越
し
ま
し
た
。

【
介
護
保
険
関
係
】

　

平
成
22
年
度
は
、前
年
度
よ
り
1・8
2
‰

引
き
上
げ
た
10
・
3
2
‰
の
財
源
率
で
運

営
し
た
結
果
、1
6
6
0
万
円
の
当
期
介

護
利
益
金
を
計
上
し
ま
し
た
の
で
、全
額

を
介
護
繰
越
欠
損
金
に
充
当
し
、
な
お
生

じ
る
欠
損
金
2
8
0
万
円
を
翌
年
度
に
繰

り
越
し
ま
し
た
。

短
期
経
理

収入

組合員１人当たりの収入・支出（介護保険を除く。）内訳

支出

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

499,403円
550,710円 574,576円 594,542円

645,482円

107,053円 116,343円 120,743円 122,585円
家族医療費
126,390円
(19.6%)

101,282円 102,237円 102,030円 102,329円
本人医療費
105,806円
(16.4%)

174,170円 191,925円 175,128円 210,376円

前期高齢者納付金
後期高齢者支援金
243,792円(37.7%)

76,142円
97,493円

89,228円 95,373円

その他
107,008円
 (16.6%)

40,756円
42,712円

43,466円 44,171円
次年度繰越支払準備金
45,757円(7.1%)
次年度繰越支払準備金
45,757円(7.1%)

43,981円43,981円
19,708円19,708円

老人保健退職者
給付拠出金
16,729円(2.6%)

老人保健退職者
給付拠出金
16,729円(2.6%)

22年度

650,330円
その他
62,972円（9.7%)
前年度繰越
支払準備金
45,412円(7.0%)

負担金・掛金
541,946円
(83.3%)

(　 )内は支出に占める割合(　 )内は収入に占める割合

収入　11,038,238 支出　10,944,524

前期高齢者納付金
後期高齢者支援金

3,880,189
(35.5%)

調整交付金　143,880(1.3%)調整交付金　143,880(1.3%)

特別調整交付金
193,001(1.7%)
特別調整交付金
193,001(1.7%)

そ の 他
693,891(6.3%)
そ の 他
693,891(6.3%)

前年度繰越
支払準備金
722,778(6.6%)

前年度繰越
支払準備金
722,778(6.6%)

介護掛金・負担金
687,570(6.2%)
介護掛金・負担金
687,570(6.2%)

当期介護利益金
16,555
当期介護利益金
16,555

当期短期利益金　77,159当期短期利益金　77,159
支払利息　1支払利息　1
連合会返還金
35,723(0.3%)
連合会返還金
35,723(0.3%)
連合会払込金・拠出金
596,254(5.4%)
連合会払込金・拠出金
596,254(5.4%)
次年度繰越支払準備金
728,275(6.7%)
次年度繰越支払準備金
728,275(6.7%)
業務経理へ繰入
29,030(0.3%)
業務経理へ繰入
29,030(0.3%)
介護納付金
670,323(6.1%)
介護納付金
670,323(6.1%)
老人保健・退職者給付拠出金
266,259(2.4%)
老人保健・退職者給付拠出金
266,259(2.4%)

短期掛金・負担金
8,597,118(77.9％)

法定給付・
附加給付等
4,738,470
(43.3%)

（単位：千円）（単位：千円）



　

収
入
総
額
は
、組
合
員
貸
付
金
利
息
2

億
5
8
4
0
万
円
な
ど
の
2
億
8
3
8
0

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

一
方
、支
出
総
額
は
、預
託
金
管
理
経
理

へ
の
支
払
利
息
2
億
2
5
4
0
万
円
な
ど

2
億
7
7
9
0
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

収
支
決
算
の
結
果
、5
9
0
万
円
の
当

期
利
益
金
を
計
上
し
ま
し
た
の
で
、全
額

を
欠
損
金
補
て
ん
積
立
金
と
し
て
積
み
立

て
、翌
年
度
へ
繰
り
越
し
ま
し
た
。

　

新
規
貸
付
に
つ
い
て
は
、前
年
度
に

比
べ
件
数
で
約
50
件
、金
額
で
6
4
3
0

万
円
減
少
し
て
お
り
ま
す
。
22
年
度
末

の
組
合
員
貸
付
金
は
、前
年
度
比
で
11
億

7
9
4
0
万
円
減
の
91
億
2
5
5
0
万
円

と
な
り
、依
然
と
し
て
減
少
傾
向
が
続
い

て
い
ま
す
。

　

な
お
、今
年
10
月
か
ら
貸
付
審
査
に
新
た

な
要
件
が
加
わ
り
ま
す
の
で
ご
注
意
く
だ

さ
い
。
詳
細
は
、8
Ｐ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

平成22年度決算概要

　

耐
震
補
強
改
修
工
事
の
た
め
、22
年

6
月
か
ら
23
年
3
月
ま
で
の
10
ヵ
月
の

営
業
の
結
果
、収
入
総
額
は
、施
設
収
入

6
7
3
0
万
円
、当
該
工
事
等
に
係
る
保

健
経
理
か
ら
の
繰
入
金
8
5
1
0
万
円
、

物
資
経
理
か
ら
の
相
互
繰
入
金
9
0
0
0

万
円
な
ど
を
含
め
た
2
億
8
0
2
0
万
円

と
な
り
ま
し
た
。
一
方
、支
出
総
額
は
、2

億
4
6
0
万
円
で
し
た
。

　

収
支
決
算
の
結
果
、
7
5
6
0
万
円
の

当
期
利
益
金
を
計
上
し
ま
し
た
の
で
、全

額
を
欠
損
金
補
て
ん
積
立
金
へ
積
み
立
て

ま
し
た
。

　

本
年
7
月
か
ら
は
、四
国
四
県
共
済
組

合
宿
泊
施
設
の
合
同
プ
ラ
ン
と
し
て
大
変

お
得
な
料
金
の「
四
国
旅
割
劇
場
」を
ス

タ
ー
ト
し
て
お
り
ま
す
。
詳
細
は
、本
紙
挟

み
込
み
の
チ
ラ
シ
又
は
当
会
館
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　

安
全
・
安
心
な
施
設
と
し
て
、皆
様
の
ご

利
用
を
お
待
ち
し
て
お
り
ま
す
。
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貸
付
経
理

宿
泊
経
理

(　 )内は支出に占める割合(　 )内は収入に占める割合

収入　283,808 支出　277,891

その他　1,924(0.7%)その他　1,924(0.7%)

連合会交付金
23,525(8.3%)
連合会交付金
23,525(8.3%)

当期利益金　5,917当期利益金　5,917

その他
5,347(1.9%)
その他
5,347(1.9%)

連合会払込金
12,614(4.6%)
連合会払込金
12,614(4.6%)

貸付債権保全金
22,514(8.1%)
貸付債権保全金
22,514(8.1%)

給与･旅費･事務費
11,975(4.3%)
給与･旅費･事務費
11,975(4.3%)

組合員貸付金利息
258,359(91.0%)

支払利息
225,441(81.1%)

（単位：千円）（単位：千円）

平成21年度
合計 5,002件
103億490万円
（平成22年3月31日現在）

住宅貸付  2,038件　76億2,379万円(74.0%)
普通貸付
2,145件

17億8,128万円
(17.3%)

平成22年度
合計 4,565件
91億2,549万円
（平成23年3月31日現在）

住宅貸付  1,847件　66億9,803万円(73.4%)
普通貸付
1,959件

15億9,406万円
(17.5%)

組合員貸付金の状況

医療 2件 163万円
入学 293件 2億1,902万円
修学 316件 4億1,317万円
結婚 91件 7,544万円
葬祭 5件 444万円（ ）

特別貸付 764件
7億6,125万円(7.4%)
特別貸付 764件
7億6,125万円(7.4%)

災害貸付　4件
2,322万円(0.2%)
災害貸付　4件
2,322万円(0.2%)

在宅介護対応住宅貸付 51件
1億1,536万円(1.1%)
在宅介護対応住宅貸付 51件
1億1,536万円(1.1%)

災害貸付　2件　1,142万円(0.1%)災害貸付　2件　1,142万円(0.1%)

在宅介護対応住宅貸付 50件　1億828万円(1.2%)在宅介護対応住宅貸付 50件　1億828万円(1.2%)

特別貸付 707件
7億1,370万円(7.8%)
特別貸付 707件
7億1,370万円(7.8%)



　

収
入
総
額
は
、掛
金
・
負
担
金
、全
国
連
合

会
か
ら
の
交
付
金
な
ど
、4
億
3
7
2
0

万
円
で
、前
年
度
と
比
べ
て
8
0
0
万
円

の
増
加
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

一
方
、支
出
総
額
は
、人
間
ド
ッ
ク
利
用

助
成
等
の
厚
生
費
2
億
9
6
6
0
万
円
、

え
ひ
め
共
済
会
館
の
耐
震
補
強
改
修
工
事

に
係
る
宿
泊
経
理
へ
の
繰
入
金
8
5
1
0

万
円
等
で
、4
億
4
2
3
0
万
円
と
な
り

ま
し
た
。

　

収
支
決
算
の
結
果
、5
1
0
万
円
の
当

期
損
失
金
を
計
上
し
ま
し
の
で
、前
年
度

か
ら
繰
り
越
し
た
積
立
金
の
一
部
を
取
り

崩
し
て
補
て
ん
し
ま
し
た
。

　

20
年
度
か
ら
始
ま
っ
た
特
定
健
康
診
査

及
び
特
定
保
健
指
導
に
関
す
る
費
用
は

1
8
1
0
万
円
、ま
た
、事
業
費
の
84
％
を

占
め
る
人
間
ド
ッ
ク
・
脳
ド
ッ
ク
利
用
助

成
は
、前
年
度
よ
り
5
4
0
万
円
増
加
の

2
億
6
5
9
0
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

平成22年度決算概要
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保
健
経
理

(　 )内は支出に占める割合(　 )内は収入に占める割合

収入　437,232 支出　442,369

当期損失金　5,137当期損失金　5,137
その他
27,939(6.3%)
その他
27,939(6.3%)その他　14その他　14

宿泊経理へ繰入
85,100(19.2%)
宿泊経理へ繰入
85,100(19.2%)

連合会交付金
2,925(0.7%)
連合会交付金
2,925(0.7%)

給与･旅費･事務費
14,568(3.3%)
給与･旅費･事務費
14,568(3.3%)

利息及び配当金　60利息及び配当金　60

特定健康診査等費
18,118(4.1%)
特定健康診査等費
18,118(4.1%)

掛金･負担金
434,233
(99.3%)

厚生費
296,644
(67.1%)

（単位：千円）（単位：千円）

事業実施状況
（単位：千円）

脳ドック利用助成　5,120(1.6%)脳ドック利用助成　5,120(1.6%)

その他　6,127(2.0%)その他　6,127(2.0%)
インフルエンザ
予防接種補助
8,838(2.8%)

インフルエンザ
予防接種補助
8,838(2.8%)
福祉施設利用助成
1,256(0.4%)
福祉施設利用助成
1,256(0.4%)
ミニドック
4,511(1.4%)
ミニドック
4,511(1.4%)
えひめ共済会館
利用助成
10,037(3.2%)

えひめ共済会館
利用助成
10,037(3.2%)
特定健診・特定保健指導
18,118(5.8%)
特定健診・特定保健指導
18,118(5.8%)

人間ドック利用助成
260,755(82.8%)

総　額
314,762

（備考）平成21年度から人間ドック等利用助成方法を定率助成から定額助成（24,000円）へと変更した。
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

（単位：人、千円）
277,484 285,753

297,898

260,503 265,875

人間ドック・脳ドック利用者数及び補助金額の推移

補助金額

11,026
11,378 11,394

11,399
11,633

利用者数

(　 )内は収入に占める割合

収入　280,178

賃貸料　37,259(13.3%)賃貸料　37,259(13.3%)

保健経理より繰入
85,100(30.4%)
保健経理より繰入
85,100(30.4%)

その他
540(0.2%)
その他
540(0.2%)

物資経理より
相互繰入
90,000
(32.1%)

施設収入
67,279
(24.0%)

(　 )内は支出に占める割合

支出　204,598

減価償却費
27,902(13.6%)
減価償却費
27,902(13.6%)

委託管理費
16,874
(8.3%)

委託管理費
16,874
(8.3%)

その他
34,038
(16.6%)

その他
34,038
(16.6%)

当期利益金
75,580

当期利益金
75,580

光熱水料　11,336(5.5%)光熱水料　11,336(5.5%)
負担金　14,445(7.1%)負担金　14,445(7.1%)

修繕費
43,179
(21.1%)

修繕費
43,179
(21.1%)

給与･旅費
・事務費
56,824
(27.8%)

（単位：千円）（単位：千円）

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

（単位：千円、％）
えひめ共済会館施設収入及び利用率の推移

115,938
110,718

104,006

施設収入

宿泊
利用率
宿泊
利用率

会議
利用率
会議
利用率

宴会
利用率
宴会
利用率

64,666 67,279

66.7
63.3

60.5 58.2
63.1

44.3 43.1
40.2

38.6

33.0

8.7 6.9 7.1 6.6 6.8



(　 )内は支出に占める割合(　 )内は収入に占める割合

収入　917,777 支出　596,522

その他　934(0.1%)その他　934(0.1%)

当期利益金
321,255
当期利益金
321,255

その他
17,016
(2.9%)

その他
17,016
(2.9%)

 普及費
 6,126(1.0%)
 普及費
 6,126(1.0%)

給与･旅費･事務費
30,947(5.2%)
給与･旅費･事務費
30,947(5.2%)

利息及び配当金
916,843（99.9%)

支払利息
542,433
(90.9%)

（単位：千円）（単位：千円）

平成22年度決算概要

　

組
合
員
数
の
減
少
な
ど
の
影
響
に
よ
り

貯
金
残
高
及
び
貯
金
者
数
が
年
々
減
少
す

る
中
、金
利
・
経
済
情
勢
の
悪
化
な
ど
に
よ

る
運
用
収
益
の
減
収
に
よ
り
、収
入
総
額

は
、前
年
度
と
比
較
し
て
7
4
3
0
万
円
減

少
し
、9
億
1
7
8
0
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

一
方
、支
出
総
額
は
、支
払
利
率
を
昨
年

度
と
同
様
の
1
・
0
％
に
据
え
置
い
た
結

果
、支
払
利
息
5
億
4
2
4
0
万
円
な
ど

の
5
億
9
6
5
0
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

収
支
決
算
の
結
果
、3
億
2
1
3
0
万

円
の
当
期
利
益
金
を
計
上
し
ま
し
た
の

で
、全
額
を
積
立
金
と
し
て
積
み
立
て
、翌

年
度
へ
繰
り
越
し
ま
し
た
。

　

本
年
度
末
の
貯
金
残
高
は
5
3
9
億

5
6
9
0
万
円
、加
入
率
は
62
・
0
4
％

で
、初
め
て
前
年
度
を
下
回
る
加
入
率
と

な
り
ま
し
た
。
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(　 )内は支出に占める割合(　 )内は収入に占める割合

収入　23,103 支出　118,869

 受取手数料
22,160(95.9%)
 受取手数料
22,160(95.9%)

その他
943(4.1%)
その他
943(4.1%)

当期損失金
95,766
当期損失金
95,766

支払利息　15,044(12.6%)支払利息　15,044(12.6%)

給与･旅費･事務費
3,172(2.7%)
給与･旅費･事務費
3,172(2.7%)

保険料
7,022(5.9%)
保険料
7,022(5.9%)

その他　3,631(3.1%)その他　3,631(3.1%)

宿泊経理へ相互繰入
90,000(75.7%)

（単位：千円）（単位：千円）

貯
金
経
理

物
資
経
理

物資供給事業販売状況  (単位：件、千円、％)
販 売 品 目 件　数 金　額 割　合

自 動 車 214 292,728 97.8

自動二輪車 7 3,786 1.3

時計･貴金属 1 600 0.2

電 気 製 品 1 610 0.2

そ の 他 9 1,642 0.5

合 計 232 299,366 100.0

　

収
入
総
額
は
、受
取
手
数
料
な
ど
の

2
3
1
0
万
円
で
、支
出
総
額
は
、預
託

金
管
理
経
理
へ
の
支
払
利
息
1
5
0
0

万
円
、え
ひ
め
共
済
会
館
の
耐
震
補
強
改

修
工
事
に
係
る
宿
泊
経
理
へ
の
繰
入
金

9
0
0
0
万
円
な
ど
1
億
1
8
9
0
万
円

と
な
り
ま
し
た
。

　

収
支
決
算
の
結
果
、9
5
8
0
万
円
の

当
期
損
失
金
を
計
上
し
ま
し
た
の
で
、前

年
度
か
ら
繰
り
越
し
た
積
立
金
の
一
部
を

取
り
崩
し
て
補
て
ん
し
ま
し
た
。

　

販
売
件
数
は
、前
年
度
よ
り
13
件
減
の

2
3
2
件
、販
売
金
額
は
、前
年
度
よ
り

1
6
8
0
万
円
減
の
2
億
9
9
4
0
万
円

と
な
り
ま
し
た
。

18年度 19年度 20年度

貯金額貯金額

加入者数

21年度 22年度

571 579 575 564
540

10,795

10,623

10,426

10,206
9,850

組合員貯金額・加入者数の推移
(単位：人、億円)



　

こ
の
経
理
は
、年
金
の
給
付
に
係
る
掛

金
・
負
担
金
を
収
納
し
、全
国
連
合
会
へ
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付
す
る
経
理
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
に
よ
り
、22
年
度
中
に
収
納
し
た

掛
金
・
負
担
金
2
1
6
億
6
3
3
0
万
円

に
つ
い
て
は
、全
額
、全
国
連
合
会
へ
納
付

し
ま
し
た
。

　

ま
た
、年
金
受
給
者
数
は
前
年
度
よ
り

5
7
6
人
増
加
し
、1
5
8
6
4
人
と
な

り
ま
し
た
。
そ
の
う
ち
、退
職
共
済
年
金

受
給
者
数
は
1
0
5
7
0
人
、退
職
共
済

年
金
受
給
者
の
平
均
年
金
額
は
1
3
9
万

3
4
8
4
円
と
な
り
ま
し
た
。

平成22年度決算概要
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第179回組合会において「医療保険制度及び年金
制度に関する決議」が次のとおり採択されました。

医療保険制度及び年金制度に関する決議
　わが国の社会保障制度は、長引く社会経済情勢が低迷する中、急速な少子
高齢化などにより、かつてない厳しい財政状況に直面していることから、政府
は、持続性のある医療、年金、介護と財政再建の両立を目指し、「社会保障制度
と税の一体改革」の実現を図るとしています。
　医療保険制度については、昨年末、現行の後期高齢者医療制度を廃止し、年齢
区分のない新たな高齢者医療制度に関する「最終とりまとめ」が示されました
が、共済組合などにさらなる負担を強いるものであり、短期給付の健全な財政
運営を行っていくことは極めて困難な状況となることが予測されます。
　特に、年々増大する高齢者の医療費は、各医療保険者の財政を圧迫してきて
おり、本組合の平成23年度における高齢者医療制度に対する支援金、納付金等
の負担総額は、短期経理の支出の47％を占めるに至り、6年連続で財源率の引
上げを余儀なくされ、組合員にとって大きな負担となっています。
　一方、年金制度については、全ての年金制度を例外なく一元化すること、ま
た、全額税方式による最低保障年金を導入すること等「新年金制度の7つの基
本原則」が示されたところであります。しかしながら、我々の公務員共済年金
は、長い歴史と沿革の中で、職務の能率的運営に資するという公務員制度の一
環として位置づけられてきたものでありますので、新しい制度設計に当たっ
ては、公務員の特殊性を踏まえたものであることが必要であります。
　つきましては、地方公務員共済組合制度の根幹となる医療保険制度及び年
金制度が将来にわたり健全に維持、運営され、共済組合制度の目的である組合
員及びその被扶養者並びに年金受給者の生活の安定と福祉の向上に資するた
め、特に下記の事項について強く要望します。

記
１　医療保険制度関係
⑴　新たな高齢者医療制度は、医療保険制度全体に大きな影響を及ぼすも
のであることから、持続可能で安定した運営が確保される制度となるよ
う、共済組合等関係保険者の意見を十分聴取して、その理解と納得が得ら
れるものとすること。
⑵　高齢者医療費のさらなる増高が確実視される中、高齢者医療制度への
納付金、支援金等の負担方法については、現役世代の保険料に過度に依存
することのないよう、国庫負担の拡充を図るとともに、公正で公平な合理
性のある納得できる仕組みを構築すること。

２　年金制度関係
⑴　年金制度の一元化に当たっては、公務員の特殊性を踏まえて導入され
た共済年金の職域部分の経緯を尊重し、関係者の意見を十分聴取して、そ
の理解と納得が得られるものとすること。
⑵　地方公務員共済組合については、公務員制度の一環として総合的社会
保険制度を運営するうえで効率的な組織として構築されているので、年
金の一元化後も引き続き年金を含めた総合的な運営の確保が図られるよ
うにすること。

　以上、決議する。
　平成23年5月30日

愛媛県市町村職員共済組合　第179回組合会

13,59313,593 14,15814,158 14,64014,640 15,28815,288

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

15,86415,864

7,999 8,635 9,229 9,930 10,5707,999 8,635 9,229 9,930 10,570

1,763
1,656

1,514
1,403

1,296

1,763
1,656

1,514
1,403

1,2962,428 2,537 2,622 2,722 2,812

2,428 2,537 2,622 2,722 2,812572
540

512
487

457

572
540

512
487

457

年度別年金受給権者数の推移
(単位：人)

全体全体

退職
共済年金
退職
共済年金

退職年金退職年金

遺族
共済年金
遺族
共済年金

遺族年金遺族年金

年金受給者数及び平均年金額
( 単位：人、円 )

区　　　分 受給者数 平均年金額

退職共済年金 10,570 1,393,484

遺族共済年金 2,812 1,347,157

退 職 年 金 1,296 2,302,331

遺 族 年 金 457 1,208,330

長
期
経
理

預
託
金
管
理
経
理

　

こ
の
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は
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国
連
合
会
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ら
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金
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立
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年
度
の
収
入
総
額
は
、運
用
に
よ

り
生
じ
た
利
息
及
び
配
当
金
な
ど
2
億

5
3
6
0
万
円
で
、全
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を
全
国
連
合
会

へ
払
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込
み
ま
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た
。


